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長期インターンシップが 

もたらす効果 

 

 

わが国の採用形態のあり方が多様化する中
で、学生と社会の接続に関する取り組みの 
一つとしてインターンシップが挙げられますが、
就業体験を伴わないものや実質的な選考を
含んでいるものが一定程度含まれているなど、
多様な活動がインターンシップと称して行わ
れているのが実態です。一方で、インターン 
シップの推進は学生のキャリア観形成にも効
果があるものと考えられます。 
 
 こうした状況を踏まえ、文部科学省及び  
経済産業省では 2019 年度に「学生・企業の
接続において長期インターンシップが与える
効果についての検討会」において、長期イン
ターンシップに関する様々な調査を実施して
います。 
 上記の調査の中で、学生を対象として実施
されたアンケート調査（有効回答数 1,373 人）
の結果をみていきましょう。 
 
 まず、最も長く経験したインターンシップの
期間について聞いたところ、インターンシップ
未経験者が 35.9％、１日が 18.3％、２～５日 
未満が 14.7％、５～10 日未満が 19.2％、10
日～１か月未満が 8.8％、１か月以上が 3.1％
となっています。最も長く経験したインターン
シップで実施した内容についてみると、    
インターンシップの参加期間が長いほど、実
際の業務に触れられる内容となっています。 
 
 インターンシップの良かった点についてみる
と、「自分の適性を知った」「自分の弱み・強み
を知った」という項目については、インターン
シップの期間が長くなるほど満足度が高くなる
傾向がみられます。さらに、インターンシップ

の参加期間が長くなるほど、学修行動における効果
が大きくなるとともに社会への関心等も高まる傾向に
あります。 
 
 このように、長期インターンシップへの参加は学生
にとってさまざまなメリットがもたらされるのです。 
 
 では、長期インターンシップを実施する企業側には
どのような効果が期待されるのでしょうか。そこで文部
科学省・経済産業省「学生・企業の接続において長
期インターンシップが与える効果についての検討会」
において実施された調査のうち、長期インターンシッ
プを実施する企業に対するインタビュー調査の結果
をみていきましょう。 
 
 インタビュー調査の対象は、長期インターンシップ
に取り組む企業９社となっており、インタビュー項目は、
長期インターンシップ実施状況（インターンシップの
種類、実施目的、実施時期、実施期間、プログラムの
内容など）、長期インターンシップ効果検証結果、長
期インターンシップ活性化に向けた課題となっていま
す。 
 
 上記９社へのインタビュー調査から得られる     
インターンシップの効果に関する示唆のポイントとし
ては以下の点が挙げられます。 
 １点目として、長期のインターンシップは、企業に 
とって入社後の定着やパフォーマンスに良い影響を
与えるという点です。２点目として、インターンシップ
生のキャリア観の醸成にも良い影響を与えるとともに
学習意欲向上の効果もみられるという点です。３点目
として、社員教育にも良い影響を与え、特に若手社
員にマネジメント的実務を経験する場として活用する
例も多いという点です。４点目として、学生のアイデア
を取り入れる場としても有用であるという点です。５点
目として、上記の効果は大企業に限らず、中堅・中小
企業でも同様の効果が発揮されており、特に中小企
業において地元大学と密に連携する例もみられると
いう点です。 
 
 このように、長期インターンシップの推進は学生にも
企業にとっても、さまざまなメリットがもたらされるので
す。 
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